
大阪府地域防災計画の修正概要 ＜令和３年度＞（案）

主な修正内容

② 個別避難計画の作成を市町村の努力義務化

① 避難所の感染症対策

大阪府地域防災計画 修正案 防災基本計画 令和３年５月修正箇所

P82 災害予防対策 第１章 第１０節
第１障がい者・高齢者等に対する支援体制整備
２ 市町村
(1) 「避難行動要支援者支援プラン」の作成
イ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成
(カ) 災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、全体
計画に加え、避難行動要支援者名簿の作成に合わせて、平常時
から、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の
避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行
動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成を
するよう努めるものとする。その際には、個別避難計画につい
ては、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの見直
しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したもの
となるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の
事態が生じた場合においても、個別避難計画の活用に支障が生
じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとす
る。

市町村は，市町村地域防災計画に基づき，防災担当部局や福
祉担当部局など関係部局の連携の下，福祉専門職，社会福祉協
議会，民生委員，地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連
携して，名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに，作成の同意
を得て，個別避難計画を作成するよう努めるものとする。また，
個別避難計画については，避難行動要支援者の状況の変化，ハ
ザードマップの見直しや更新，災害時の避難方法等の変更等を
適切に反映したものとなるよう，必要に応じて更新するととも
に，庁舎の被災等の事態が生じた場合においても，計画の活用
に支障が生じないよう，個別避難計画情報の適切な管理に努め
るものとする。

大阪府地域防災計画 修正案 防災基本計画 令和３年５月修正箇所

P217 災害応急対策 第４章 第１節
第１ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保
市町村長は、住民の生命又は身体を災害から保護し、被害の

拡大を防止するため、避難指示等を発令する。住民が自らの判
断で避難行動をとることができるよう、避難指示等は、災害種
別ごとに避難行動が必要な地域を示して発令するとともに、避
難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒
レベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達する。

市町村は，危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容
を工夫すること，その対象者を明確にすること，避難指示等に
対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対
応したとるべき避難行動がわかるように伝達することなどによ
り，住民の積極的な避難行動の喚起に努めるものとする。

大阪府地域防災計画 修正案 防災基本計画 令和３年５月修正箇所

P220 災害応急対策 第４章 第１節
第５ 広域避難
１ 府内市町村間の広域避難の協議等
市町村は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市

町村の区域外への広域的な避難、指定避難所及び指定緊急避難
場所の提供が必要であると判断した場合において、府内の他の
市町村への受入れについては当該市町村に直接協議するととも
に、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際には、併せ
て広域避難の用にも供することについても定めるなど、他の市
町村からの避難者を受け入れることができる施設等をあらかじ
め決定しておくよう努める。

２ 都道府県外の広域避難の協議等
市町村は、他府県の市町村への受入れについては府に対し他

府県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認め
るときは、府知事に報告した上で、自ら他府県の市町村に協議
することができる。
府は、市町村から協議要求があった場合、他府県と協議を行

うとともに、市町村から求めがあった場合は適切な助言を行う。

市町村は，災害の予測規模，避難者数等にかんがみ，当該市
町村の区域外への広域的な避難，指定避難所及び指定緊急避難
場所の提供が必要であると判断した場合において，同一都道府
県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議
し，他の都道府県の市町村への受入れについては都道府県に対
し当該他の都道府県との協議を求めるほか，事態に照らし緊急
を要すると認めるときは，都道府県知事に報告した上で，自ら
他の都道府県内の市町村に協議することができる。
市町村は，指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に

併せて広域避難の用にも供することについても定めるなど，他
の市町村からの避難者を受け入れることができる施設等をあら
かじめ決定しておくよう努めるものとする。
国〔内閣府及び消防庁。政府本部が設置された場合は同本

部〕は，都道府県から求めがあった場合には，受入先の候補と
なる地方公共団体及び当該地方公共団体における避難者の受入
能力（施設数，施設概要等）等，広域避難について助言を行う
ものとする。また，都道府県は，市町村から求めがあった場合
には，同様の助言を行うものとする。

大阪府地域防災計画 修正案 防災基本計画 令和３年５月修正箇所

P63 災害予防対策 第１章 第６節
第３ 指定避難所等の指定、整備
１ 指定避難所の指定
(5)保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被
災に備えて、平常時から、市町村の防災担当部局等と連携して、ハザード
マップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行
うよう努める。また、保健所は市町村の防災担当部局等との連携の下、自
宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必
要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよ
う努める。

都道府県・保健所設置市及び特別区の保健所は，新型コ
ロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に
備えて，平常時から，防災担当部局（都道府県の保健所に
あっては，管内の市町村の防災担当部局を含む。）との連
携の下，ハザードマップ等に基づき，自宅療養者等が危険
エリアに居住しているか確認を行うよう努めるものとする。
また，市町村の防災担当部局との連携の下，自宅療養者等
の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに，
必要に応じて，自宅療養者等に対し，避難の確保に向けた
情報を提供するよう努めるものとする。

② 災害応急時における交通機能の確保

大阪府地域防災計画 修正案

P235 災害応急対策 第５章 第２節
第２ 交通の機能確保 ２ 各施設管理者における復旧
(2)道路施設
ウ 復旧活動等に支障を及ぼす道路渋滞情報を把握した場合、近畿地方整備局や府、府警察、高速道路会社ほか府内関係市町村で組織した
協議会において情報共有を行う。また、迂回誘導等の対策検討や情報提供手段等の確認を行い、必要に応じた対策を講じる。

① 避難勧告を廃止し避難指示への一本化等

③ 広域避難協議への支援

② 自宅療養者等の避難にかかる情報提供

大阪府地域防災計画 修正案 防災基本計画 令和３年５月修正箇所

P62 災害予防対策 第１章 第６節
第３ 指定避難所等の指定、整備
市町村は、施設管理者と協力し、家屋の損壊、滅失、浸水、流失、放射

性物質及び放射線の放出により避難を必要とする住民を臨時に受け入れる
ことのできる指定避難所を指定、整備する。その際、新型コロナウイルス
感染症を含む感染症対策等を踏まえ、平常時から、指定避難所のレイアウ
トや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を
含め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じる
よう努める。
また、避難者等の発生規模と指定避難所や応急住宅等による受入れ人数

等について、あらかじめ評価するとともに、それらが不足した場合、ホテ
ル・旅館等のほか、空家・空室の活用等、可能な限り多くの避難所の開設
に努めるとともに、自宅での生活が可能な者に対する在宅避難への誘導等
を行い、受入れの確保を図る。
府は、市町村が指定避難所等を確保するための必要な支援に努める。

地方公共団体は，新型コロナウイルス感染症を含む感染
症対策のため，平常時から，指定避難所のレイアウトや動
線等を確認しておくとともに，感染症患者が発生した場合
の対応を含め，防災担当部局と保健福祉担当部局が連携し
て，必要な措置を講じるよう努めるものとする。また，必
要な場合には，国や独立行政法人等が所有する研修施設，
ホテル・旅館等の活用を含めて，可能な限り多くの避難所
の開設に努めるものとする。

１ 災害対策基本法の改正を踏まえた修正

２ 新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた修正

３ 最近の施策の進展等を踏まえた修正

大阪府地域防災計画 修正案 防災基本計画 令和３年５月修正箇所

P40 災害予防対策 第１章 第１節 総合的防災体制の整備
第７ 防災に関する調査研究の推進
府は、地震・津波の想定にあたっては、古文書等の分析、地形・地質の調

査、津波堆積物調査など科学的知見に基づく調査結果を踏まえ、できるだけ
過去に遡って地震・津波の発生等をより正確に把握するものとする。また、
地震活動の長期評価を行っている地震調査研究推進本部と連携するものとす
る。なお、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド
コンピューティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化の
積極的な活用に努める。

効果的・効率的な防災対策を行うため，ＡＩ，ＩｏＴ，
クラウドコンピューティング技術，ＳＮＳの活用など，災
害対応業務のデジタル化を促進する必要がある。デジタル
化に当たっては，災害対応に必要な情報項目等の標準化や，
システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制
整備を図る必要がある。

① 災害対応業務のデジタル化の推進

災害対策基本法の改正（令和3年5月）や新型コロナウイルス感染症対策など、国の防災基本計画の修正等を踏まえた修正を行う。

修正の趣旨

資料１ー１


